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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、農村における制度と生物多様性保全の関係を理論的に解明するとともに、
実証分析により、生物多様性保全に資する制度の特徴を明らかにすることである。生物多様性保全の重要な担い手であ
る農家や農産物の消費者や農業に対する資金提供者が従う誘因構造の下で、生物多様性保全を効果的に行いうる経済環
境を特定した。また、制度効果の実証分析においては、中山間地域直接支払制度を事例にこれまで得られることのなか
った政策効果に関する知見を得た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to make the relations between institutions and 
biodiversity conservation theoretically clear and to clarify the features of the institutions to 
contribute to biodiversity conservation by positive analysis. The economic environment which can do 
biodiversity conservation effectively is specified under the incentive structure of farmers, consumers of 
agricultural products, and investors for agriculture who are major actors of conserving biodiversity. As 
important findings of empirical analysis, policy effects of direct payments for hilly and mountainous 
area are quantified.

研究分野：環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
アダムスミスが予見したように、通常の財
やサービスは、見えざる手に導かれて市場経
済のもとで最適に供給される可能性がある
が、生物多様性はその例外となる。公共経済
学の諸成果は、非排除性や非競合性をもつ公
共財が市場メカニズムによって最適に供給
され得ないことを明らかにし、それらを市場
の失敗として考究してきた。生物多様性条約
締約国会議に提出された生態系サービスと
生物多様性の経済学グループの中間報告に
おいて、生物多様性は公共財の性質を持ち、
そのために市場は失敗するであろうとする
見解が示されている。 
生物多様性と深く関連する生態系サービ
スの１つにアメニティがある。阿蘇山に登れ
ば全ての人がその草原の美しさを享受でき
るし、誰かが花を見ただけで、他の人がそれ
を見られなくなることはない。このような場
合、個人はフリーライドする誘因を持ち、草
原を維持するための農家の活動に適切な支
払いはなされにくく、結果として保全水準は
過小になる。 
そのため、市場経済以外の制度で生物多様
性を保全しようとする試みが各地で始まっ
ている。市場経済の代わりに政府が生物多様
性を保全するには、まず、（1）公共財である
生物多様性の最適な供給量を知り、次に（2）
市場よりもよい制度で経済活動を実行させ
る必要がある。生物多様性の最適供給量を知
る際の最大の困難は、そこから湧出する生態
系サービスという非市場財の価値を定量的
に評価することであるが、近年、トラベルコ
スト法やヘドニック分析などの顕示選好法、
CVM やコンジョイント分析などの表明選好
法に加え、便益移転などの手法についての研
究も盛んに行われており、様々な地域で最適
な生物多様性の保全水準が求められようと
してきている。 

 
２．研究の目的 

2002 年に締約国間で合意した生物多様性
条約 2010 年目標は達成されず、生物多様性
の損失がいまなお続いている。理論的には、
市場経済では生物多様性が最適な水準に保
たれず、市場以外の制度として、ボランティ
アやオークションなどを活用する保全制度
が政府や NPO により国内外で試みられてい
る。しかし、保全の重要な担い手である農家
に過度の負担が集中する制度も多く、取り組
みの持続可能性に疑問が残る。本研究の目的
は、「制度」と「農村における生物多様性保
全」の関係を農家や消費者が従う誘因に注意
しつつ理論的に解明し、さらに、最新の計量
経済学的手法を用いた実証分析によって有
用な制度の特徴を明らかにすることである。 

 
３．研究の方法 
初年度は文献調査及びヒアリングにより
理論研究を行うと同時に、次年度以降に用い

るデータの収集を行う。文献調査では保全水
準に関する調査と制度に関する調査を行う。
保全水準に関する調査では、保全にかかる費
用および生物多様性損失のコストに関する
研究結果を地域別に収集し、各農村で生物多
様性の保全が最適な水準で行われているか
を調べる。制度に関する調査では、保全水準
が明らかになった地域を中心に、生物多様性
の保全制度を調査する。必要に応じて自治体
や NPO へヒアリングを行う。その際、（1）ど
のような制度があるか、（2）その制度はどの
ような仕組みなのか、（3）主な利害関係者は
誰か、（4）各関係者にはどのような行動が許
されているのか、そして、（5）各関係者の選
択がそれぞれの利得にどう影響するか、を記
述する。データ収集では、先行研究はもとよ
り、生態系サービスと生物多様性の経済学グ
ループの報告書や OECD Environmental Data
などから利用可能なデータを収集し、地域別
年度別のパネルデータを作成する。 
実証研究では、第一段階での理論研究の結
果をもとに実証モデルをつくり、パラメータ
の推定を行う。この実証研究は、理論研究か
ら有用であると思われる保全制度の特徴に
関して実証的な有意性を検証し、ある地域で
成功をおさめた制度が他の地域でも有用か
といった問いに答えるものである。モデル化
にあたっては、文献調査で得られた各制度の
特徴とその地域での保全水準を体系的に分
析し、各制度に従って関係者が合理的に行動
したときの帰結として、現在の保全状態に説
明を与える。さらにそのモデルを用いて、制
度的特徴を変化させた場合の均衡の変化を
分析する。制度効果の実証分析においては、
理論研究の結果をもとに、制度が保全水準に
与える影響を説明する実証モデルを構築し、
そのパラメータを推定する。 
以上の方法で、得られた結果を取りまとめ、
成果の発表を行う。 
 
４．研究成果 
生物多様性は、その概念の社会的なアピー
ル力にもかかわらず、学術的にはいまだ捕え
がたく、常に暫定的に扱われるに過ぎないこ
とは当該分野の研究者にはあまねく理解さ
れているところである。この把握が容易でな
い対象に対して、相応の妥当性を持ちながら
かつ操作可能な概念に注目し、実証分析を行
った。すなわち、主要な生物多様性保全制度
に関する文献調査およびヒアリング調査に
より明らかにされた生物多様性保全の重要
な担い手である農家や農産物の消費者や農
業に対する資金提供者が従う誘因と利得構
造の下で、実態調査で得られたデータに基づ
き、生物多様性保全の現状を合理的な均衡状
態として説明、さらに比較分析を通じて、生
物多様性保全を効果的に行いうる経済環境
を特定した。 
また、制度効果の実証分析においては、数
度の制度改変を経ている中山間地域直接支



払制度を事例に、理論研究の結果をもとに、
マッチング推定量などを使って、その耕作放
棄地防止などの生態系保全に寄与する効果
を適切に定式化し、これまで得られることの
なかった政策効果に関するいくつかの興味
深い知見を得た。そして、以上の方法で得ら
れた結果を論文の形で取りまとめ、研究会な
どを通じてその成果を社会に還元した。 
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